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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

 
平成23年度
第１四半期連結
累計期間

平成24年度
第１四半期連結
累計期間

平成23年度

 

(自平成23年
４月１日

至平成23年
６月30日)

(自平成24年
４月１日

至平成24年
６月30日)

(自平成23年
４月１日

至平成24年
３月31日)

経常収益 百万円 2,625 2,534 9,729

経常利益 百万円 160 82 1,023

四半期純利益 百万円 107 53 ―

当期純利益 百万円 ― ― 695

四半期包括利益 百万円 △35 △438 ―

包括利益 百万円 ― ― 932

純資産額 百万円 13,427 13,650 14,255

総資産額 百万円 341,627 354,361 360,886

１株当たり四半期純利益金額 円 19.31 9.68 ―

１株当たり当期純利益金額 円 ― ― 125.19

潜在株式調整後
１株当たり四半期純利益金額

円 ― ― ―

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益金額

円 ― ― ―

自己資本比率 ％ 3.92 3.84 3.94

(注) １　当行及び連結子会社の消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。
２　１株当たり情報の算定上の基礎は、「第４　経理の状況」中、「１　四半期連結財務諸表」の「１株当たり情報」に記
載しております。

３　潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式がないので記載しておりません。

 

２ 【事業の内容】

当第１四半期連結累計期間において、当行グループ（当行及び当行の関係会社）が営む事業の内容については、

重要な変更はありません。また、関係会社についても、異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】
当第１四半期連結累計期間において、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事業等のリスクについ
ては、前事業年度の有価証券報告書における記載から重要な変更及び新たに生じたリスクはありません。

 

２ 【経営上の重要な契約等】
当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

以下の記載における将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当行グループが判断した
ものであります。
(1) 業績の状況
当第１四半期連結累計期間におけるわが国の経済は、東日本大震災の影響もあり、雇用情勢は依然として厳し
い状況が続きましたが、消費者マインドの改善傾向に加え、エコカー補助金等の政策効果もあって、個人消費が
緩やかに増加したほか、米国向けの自動車関連を中心として輸出に持ち直しの動きが見られるなど、国内外にお
ける自動車販売が堅調に推移したこと等から、生産が緩やかに持ち直しました。
加えて、震災復興需要の本格化による公共投資の堅調な推移や住宅投資の持ち直しの動きもあって、企業収益
も改善し、設備投資が緩やかに持ち直すなど、全体として、緩やかに回復しつつありました。
こうした中、金融面においては、欧州の債務危機への懸念等による株式相場の下落・円高の進行に見舞われて
おり、先行きについては、景気の下押しリスクや電力供給の制約等にも注意が必要とされております。
当地山陰においては、生産や公共投資等に幾分改善に向けた動きが見られ、設備投資も緩やかに持ち直しまし

たが、全体としては、依然厳しい状況に変わりはなく、横ばい圏内の動きとなりました。
企業の業況についても、総じて好転していない実態が窺えますが、企業の資金調達はセーフティネット保証制
度の利用等により維持されている状況にあります。
その結果、当行グループの平成25年３月期第１四半期連結累計期間における業績は、次のとおりになりまし
た。
当第１四半期連結累計期間の経常収益は、取引先の倒産等の発生が減少したことなどから、貸倒引当金戻入益
を計上しましたが、資金運用収益のうち貸出金利息が主に利回りの低下により減少したことや、株式等関係収益
が減少したことなどから、前年同期比90百万円減少し2,534百万円となりました。一方、経常費用は、株式市況の
低迷から有価証券関係費用が増加しましたが、貸倒引当金繰入額が戻入に転じたことなどから前年同期比12百
万円減少し2,452百万円となりました。この結果、経常利益は、前年同期比78百万円減少し82百万円となりまし
た。また、四半期純利益は、前年同期比53百万円減少し53百万円となりました。
セグメントごとの損益状況につきましては、「銀行業」の経常収益が、前年同期比61百万円減少し1,982百万
円、セグメント利益は、前年同期比88百万円減少し、57百万円となりました。また、「リース業」の経常収益が、前
年同期比31百万円減少し575百万円、セグメント利益は、前年同期比７百万円増加し21百万円となりました。
一方、当第１四半期連結会計期間末における財政状態については、総資産が前連結会計年度末比6,525百万円
減少し、354,361百万円となり、純資産は、前連結会計年度末比605百万円減少し、13,650百万円となりました。
預金は、個人預金が増加しましたが、公金預金が減少したことなどから、全体では前連結会計年度末比5,359百
万円減少し、328,280百万円となりました。
貸出金は、法人向けや地公体向け貸出が減少したことなどから、全体では前連結会計年度末比5,975百万円減
少し、233,041百万円となりました。
また、有価証券は、主として債券の売却を行ったことにより、前連結会計年度末比5,951百万円減少し、86,858
百万円となりました。
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国内・国際業務部門別収支

当行及び連結子会社は、海外拠点等を有していないため、国内・海外別収支等にかえて、国内取引を「国内

業務部門」・「国際業務部門」に区分して記載しております。

当第１四半期連結累計期間の資金運用収支は、国内業務部門1,352百万円、国際業務部門０百万円、合計（相

殺消去後。以下、同じ。）で1,356百万円となりました。また、役務取引等収支は、国内業務部門50百万円、国際業

務部門０百万円となり、合計で50百万円となりました。その他業務収支は、国内業務部門216百万円、国際業務

部門０百万円となり、合計で216百万円となりました。

 

種類 期別
国内業務部門 国際業務部門 相殺消去額(△) 合計

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

資金運用収支
前第１四半期連結累計期間 1,422 2 △3 1,428

当第１四半期連結累計期間 1,352 0 △3 1,356

　うち資金運用収益
前第１四半期連結累計期間 1,591 4 7 1,588

当第１四半期連結累計期間 1,524 1 5 1,519

　うち資金調達費用
前第１四半期連結累計期間 168 1 10 160

当第１四半期連結累計期間 172 1 9 163

役務取引等収支
前第１四半期連結累計期間 30 0 0 30

当第１四半期連結累計期間 50 0 0 50

　うち役務取引等
　収益

前第１四半期連結累計期間 155 0 0 155

当第１四半期連結累計期間 168 0 0 168

　うち役務取引等
　費用

前第１四半期連結累計期間 125 0 ― 125

当第１四半期連結累計期間 117 0 ― 117

その他業務収支
前第１四半期連結累計期間 152 0 ― 152

当第１四半期連結累計期間 216 0 ― 216

　うちその他業務
　収益

前第１四半期連結累計期間 227 0 ― 227

当第１四半期連結累計期間 216 0 ― 216

　うちその他業務
　費用

前第１四半期連結累計期間 74 ― ― 74

当第１四半期連結累計期間 ― ― ― ―

(注) １ 「国内業務部門」は当行及び連結子会社の円建取引、「国際業務部門」は当行の外貨建取引であります。

２ 相殺消去額は、国内業務部門と国際業務部門の資金貸借の利息及び連結会社間の取引であります。
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国内・国際業務部門別役務取引の状況

当第１四半期連結累計期間の役務取引等収益は、国内業務部門168百万円、国際業務部門０百万円となり、合

計（相殺消去後。以下、同じ。）で168百万円となりました。また、役務取引等費用は、国内業務部門117百万円、

国際業務部門０百万円となり、合計で117百万円となりました。

 

種類 期別
国内業務部門 国際業務部門 相殺消去額(△) 合計

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

役務取引等収益
前第１四半期連結累計期間 155 0 0 155

当第１四半期連結累計期間 168 0 0 168

　うち預金・貸出
　業務

前第１四半期連結累計期間 48 ― ― 48

当第１四半期連結累計期間 55 ― ― 55

　うち為替業務
前第１四半期連結累計期間 41 0 0 41

当第１四半期連結累計期間 40 0 0 40

　うち証券関連業務
前第１四半期連結累計期間 0 ― ― 0

当第１四半期連結累計期間 0 ― ― 0

　うち代理業務
前第１四半期連結累計期間 3 ― ― 3

当第１四半期連結累計期間 8 ― ― 8

　うち保護預り・
　貸金庫業務

前第１四半期連結累計期間 1 ― ― 1

当第１四半期連結累計期間 1 ― ― 1

　うち保証業務
前第１四半期連結累計期間 1 ― ― 1

当第１四半期連結累計期間 1 ― ― 1

　うち投資信託
　窓販業務

前第１四半期連結累計期間 18 ― ― 18

当第１四半期連結累計期間 17 ― ― 17

　うち保険窓販業務
前第１四半期連結累計期間 40 ― ― 40

当第１四半期連結累計期間 44 ― ― 44

役務取引等費用
前第１四半期連結累計期間 125 0 ― 125

当第１四半期連結累計期間 117 0 ― 117

　うち為替業務
前第１四半期連結累計期間 10 0 ― 10

当第１四半期連結累計期間 10 0 ― 10

(注) １ 「国内業務部門」は当行及び連結子会社の円建取引、「国際業務部門」は当行の外貨建取引であります。

 ２ 相殺消去額は、連結会社間の取引であります。
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国内・国際業務部門別預金残高の状況

○　預金の種類別残高(末残)

 

種類 期別
国内業務部門 国際業務部門 相殺消去額(△) 合計

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

預金合計
前第１四半期連結会計期間 317,044 ― 277 316,766

当第１四半期連結会計期間 328,535 ― 254 328,280

　うち流動性預金
前第１四半期連結会計期間 105,345 ― 113 105,231

当第１四半期連結会計期間 103,677 ― 90 103,587

　うち定期性預金
前第１四半期連結会計期間 210,122 ― 164 209,958

当第１四半期連結会計期間 224,261 ― 164 224,097

　うちその他
前第１四半期連結会計期間 1,576 ― ― 1,576

当第１四半期連結会計期間 596 ― ― 596

譲渡性預金
前第１四半期連結会計期間 ― ― ― ―

当第１四半期連結会計期間 ― ― ― ―

総合計
前第１四半期連結会計期間 317,044 ― 277 316,766

当第１四半期連結会計期間 328,535 ― 254 328,280

(注) １　流動性預金＝当座預金＋普通預金＋貯蓄預金＋通知預金

２　定期性預金＝定期預金＋定期積金

３　「国内業務部門」は当行及び連結子会社の円建取引、「国際業務部門」は当行の外貨建取引であります。

４　相殺消去額は連結会社間の取引であります。
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国内・国際業務部門別貸出金残高の状況

○　業種別貸出状況(残高・構成比)
 

業種別 前第１四半期連結会計期間 当第１四半期連結会計期間

 貸出金残高(百万円) 構成比(％) 貸出金残高(百万円) 構成比(％)

国内 (除く特別国際金融取引勘定分) 224,245 100.00 233,041 100.00

　製造業 11,987 5.35 11,015 4.73

　農業，林業 354 0.16 292 0.13

　漁業 262 0.12 250 0.11

　鉱業，採石業，砂利採取業 599 0.27 699 0.30

　建設業 15,865 7.07 15,293 6.56

　電気・ガス・熱供給・水道業 144 0.06 98 0.04

情報通信業 495 0.22 358 0.15

　運輸業，郵便業 2,655 1.18 3,218 1.38

　卸売業，小売業 20,430 9.11 18,475 7.93

　金融業，保険業 14,968 6.68 15,221 6.53

　不動産業，物品賃貸業 26,344 11.75 29,302 12.57

　学術研究，専門・技術サービス業 1,404 0.63 1,352 0.58

　宿泊業 2,895 1.29 2,866 1.23

　飲食業 3,273 1.46 2,950 1.27

　生活関連サービス業，娯楽業 3,580 1.60 3,968 1.70

　教育，学習支援業 2,611 1.16 1,174 0.50

　医療・福祉 10,833 4.83 10,902 4.68

　その他のサービス 7,949 3.54 8,163 3.50

　地方公共団体 28,751 12.82 28,678 12.31

　その他 68,836 30.70 78,759 33.80

海外及び特別国際金融取引勘定分 ─ ─ ─ ─

　政府等 ─ ─ ─ ─

　金融機関 ─ ─ ─ ─

　その他 ─ ─ ─ ─

合計 224,245― 233,041―

(注) １　国内とは、当行及び連結子会社であります。

２　当行及び連結子会社は海外に拠点等を有していないため、「海外」は該当ありません。

 

 

(2) 事業上及び財務上の対処すべき課題、研究開発活動

当第１四半期連結累計期間において、当行グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び

新たに生じた課題はありません。また、研究開発活動については該当事項はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 18,600,000

Ａ種優先株式 18,600,000

計 18,600,000

(注)　当行の発行可能株式総数は18,600,000株であり、普通株式及びＡ種優先株式の発行可能種類別株式総数はそれぞれ、

18,600,000株とする旨定款に規定しております。

 

② 【発行済株式】

 

種類
第１四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成24年６月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成24年８月10日)

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 5,576,000同左
東京証券取引所
市場第一部

単元株式数は100株であります。

計 5,576,000同左 ― ―

 

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成24年６月30日 ─ 5,576 ─ 6,636,992 ─ 472,060

 

EDINET提出書類

株式会社島根銀行(E03679)

四半期報告書

 8/22



 

(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。

 

 

(7) 【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できず、記載する

ことができないことから、直前の基準日（平成24年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしております。

 

① 【発行済株式】

平成24年３月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
（自己保有株式）
普通株式

17,300
― 単元株式数は100株であります。

完全議決権株式(その他)
普通株式

5,479,900
54,799 同上

単元未満株式
普通株式

78,800
― 一単元（100株）未満の株式

発行済株式総数 5,576,000 ― ―

総株主の議決権 ― 54,799 ―

(注)　上記の「単元未満株式」の欄には、当行の所有する自己株式が70株含まれております。
 

② 【自己株式等】
平成24年３月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式）
株式会社島根銀行

島根県松江市東本町
二丁目35番地

17,300 ─ 17,300 0.31

計 ― 17,300 ─ 17,300 0.31

 

 

２ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間において、役員の異動はありません。
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第４ 【経理の状況】

１　当行の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府

令第64号)に基づいて作成しておりますが、資産及び負債の分類並びに収益及び費用の分類は、「銀行法施行規

則」(昭和57年大蔵省令第10号)に準拠しております。

 

２　当行は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（自平成24年４月１日　至

平成24年６月30日）及び第１四半期連結累計期間（自平成24年４月１日　至平成24年６月30日）に係る四半期連

結財務諸表について、有限責任 あずさ監査法人の四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成24年６月30日)

資産の部

現金預け金 4,862 6,164

コールローン及び買入手形 12,600 16,700

有価証券 92,809 86,858

貸出金 ※１
 239,017

※１
 233,041

外国為替 2 9

リース債権及びリース投資資産 3,664 3,541

その他資産 1,748 1,884

有形固定資産 5,307 5,291

無形固定資産 524 488

繰延税金資産 1,002 1,271

支払承諾見返 3,550 3,258

貸倒引当金 △4,203 △4,148

資産の部合計 360,886 354,361

負債の部

預金 333,639 328,280

借用金 6,173 5,981

社債 400 380

その他負債 1,703 1,646

退職給付引当金 253 249

役員退職慰労引当金 197 206

睡眠預金払戻損失引当金 14 15

偶発損失引当金 32 27

再評価に係る繰延税金負債 665 665

支払承諾 3,550 3,258

負債の部合計 346,630 340,710

純資産の部

資本金 6,636 6,636

資本剰余金 472 472

利益剰余金 5,587 5,474

自己株式 △42 △42

株主資本合計 12,654 12,541

その他有価証券評価差額金 484 △8

土地再評価差額金 1,099 1,099

その他の包括利益累計額合計 1,583 1,091

少数株主持分 17 18

純資産の部合計 14,255 13,650

負債及び純資産の部合計 360,886 354,361
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(2)【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
【四半期連結損益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間
(自 平成23年４月１日
　至 平成23年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成24年４月１日
　至 平成24年６月30日)

経常収益 2,625 2,534

資金運用収益 1,588 1,519

（うち貸出金利息） 1,259 1,209

（うち有価証券利息配当金） 319 302

役務取引等収益 155 168

その他業務収益 227 216

その他経常収益 ※１
 653

※１
 629

経常費用 2,464 2,452

資金調達費用 160 163

（うち預金利息） 130 135

役務取引等費用 125 117

その他業務費用 74 －

営業経費 1,249 1,237

その他経常費用 ※２
 854

※２
 933

経常利益 160 82

特別損失 0 －

固定資産処分損 0 －

税金等調整前四半期純利益 160 82

法人税等 53 28

少数株主損益調整前四半期純利益 107 54

少数株主利益 0 0

四半期純利益 107 53
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【四半期連結包括利益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

(単位：百万円)

前第１四半期連結累計期間
(自 平成23年４月１日
　至 平成23年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成24年４月１日
　至 平成24年６月30日)

少数株主損益調整前四半期純利益 107 54

その他の包括利益 △142 △492

その他有価証券評価差額金 △142 △492

四半期包括利益 △35 △438

親会社株主に係る四半期包括利益 △35 △438

少数株主に係る四半期包括利益 0 0
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【会計方針の変更等】

 

当第１四半期連結累計期間
(自　平成24年４月１日
至　平成24年６月30日)

 (会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更)

　当行及び連結子会社は、法人税法の改正に伴い、当第１四半期連結会計期間より、平成24年４月１日以後に取得し

た有形固定資産については、改正後の法人税法に基づく減価償却の方法に変更しております。なお、これによる当

第１四半期連結累計期間の経常利益及び税金等調整前四半期純利益に与える影響額は軽微であります。

 

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

 

 
当第１四半期連結累計期間
(自　平成24年４月１日
至　平成24年６月30日)

税金費用の処理 当行及び連結子会社の税金費用は、当第１四半期会計期間を含む年度の

税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積

り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じることにより算定して

おります。

 

【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

※１　貸出金のうち、リスク管理債権は次のとおりであります。

 

 
前連結会計年度

(平成24年３月31日)
当第１四半期連結会計期間
(平成24年６月30日)

破綻先債権額 718百万円 693百万円

延滞債権額 12,351百万円 12,314百万円

３ヵ月以上延滞債権額 11百万円 14百万円

貸出条件緩和債権額 543百万円 542百万円

なお、上記債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。

 

(四半期連結損益計算書関係)

※１　その他経常収益には、次のものを含んでおります。
 

前第１四半期連結累計期間
(自　平成23年４月１日
至　平成23年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成24年４月１日
至　平成24年６月30日)

貸倒引当金戻入益 ―百万円 貸倒引当金戻入益 40百万円

償却債権取立益 4百万円 償却債権取立益 7百万円

 
※２　その他経常費用には、次のものを含んでおります。

 

前第１四半期連結累計期間
(自　平成23年４月１日
至　平成23年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成24年４月１日
至　平成24年６月30日)

株式等償却 215百万円 株式等償却 397百万円

貸倒引当金繰入額 79百万円 貸倒引当金繰入額 ―百万円
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(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四

半期連結累計期間に係る減価償却費(無形固定資産に係る償却費を含む。)は、次のとおりであります。
 

 
前第１四半期連結累計期間
(自　平成23年４月１日
至　平成23年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成24年４月１日
至　平成24年６月30日)

減価償却費 130百万円 124百万円

 

(株主資本等関係)

前第１四半期連結累計期間(自　平成23年４月１日　至　平成23年６月30日)

１　配当金支払額
 

(決議) 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり配当
額 (円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成23年
６月28日
定時株主総会

普通株式 166 30平成23年３月31日平成23年６月29日
利益
剰余金

 

２　基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間の末

日後となるもの

該当事項はありません。

 

当第１四半期連結累計期間(自　平成24年４月１日　至　平成24年６月30日)

１　配当金支払額
 

(決議) 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり配当
額 (円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成24年
６月27日
定時株主総会

普通株式 166 30 平成24年３月31日平成24年６月28日
利益
剰余金

 

２　基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間の末

日後となるもの

該当事項はありません。
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(セグメント情報等)
【セグメント情報】
前第１四半期連結累計期間(自　平成23年４月１日　至　平成23年６月30日)
１　報告セグメントごとの経常収益及び利益又は損失の金額に関する情報

(単位：百万円)

 

報告セグメント

その他 合計 調整額

四半期連
結損益計
算書計上
額銀行業 リース業 計

経常収益        

　外部顧客に対する経常収益 2,038 585 2,623 1 2,625 ― 2,625

　セグメント間の内部経常収益 5 21 26 ― 26 △26 ―

計 2,043 606 2,650 1 2,652 △26 2,625

セグメント利益 145 13 158 1 159 0 160

（注）１　一般企業の売上高に代えて、それぞれ経常収益を記載しております。

２　「その他」の区分は、報告セグメントに含まれていない事業セグメントであり、クレジットカード事業を営んでおりま

す。

３　セグメント利益の調整額は、セグメント間取引消去であります。

４　セグメント利益は、四半期連結損益計算書の経常利益と調整を行っております。

 

２　報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報
該当事項はありません。

 
当第１四半期連結累計期間(自　平成24年４月１日　至　平成24年６月30日)
１　報告セグメントごとの経常収益及び利益又は損失の金額に関する情報

(単位：百万円)

 

報告セグメント

その他 合計 調整額

四半期連
結損益計
算書計上
額銀行業 リース業 計

経常収益        

　外部顧客に対する経常収益 1,977 553 2,531 3 2,534 ― 2,534

　セグメント間の内部経常収益 4 21 26 ― 26 △26 ―

計 1,982 575 2,557 3 2,561 △26 2,534

セグメント利益 57 21 78 3 81 0 82

（注）１　一般企業の売上高に代えて、それぞれ経常収益を記載しております。

２　「その他」の区分は、報告セグメントに含まれていない事業セグメントであり、クレジットカード事業を営んでおりま

す。

３　セグメント利益の調整額は、セグメント間取引消去であります。

４　セグメント利益は、四半期連結損益計算書の経常利益と調整を行っております。

 

２　報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報
該当事項はありません。
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(金融商品関係)

企業集団の事業の運営において重要なものであり、前連結会計年度の末日に比して著しい変動が認められる

ものは、次のとおりであります。

前連結会計年度（平成24年３月31日）

 

科目
連結貸借対照表
計上額（百万円）

時価（百万円） 差額（百万円）

現金預け金 4,862 4,862 ―

コールローン及び買入手形 12,600 12,600 ―

有価証券    

　満期保有目的の債券 9,894 10,232 337

　その他有価証券 82,615 82,615 ―

（注）１　現金預け金の時価の算定方法

満期のない預け金については、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額を時価としております。満

期のある預け金については、約定期間が短期間（１年以内）であり、時価は帳簿価額と近似していることから、当該

帳簿価額を時価としております。

２　コールローン及び買入手形の時価の算定方法

これらは、約定期間が短期間（翌日物）であり、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額を時価と

しております。

３　有価証券の時価の算定方法

株式は取引所の価格、債券は「日本証券業協会」が公表する価格、合理的に算定された価格又は取引金融機関か

ら提示された価格によっております。投資信託は公表されている基準価格又は合理的に算定された価格によってお

ります。

自行保証付私募債は、内部格付、期間に基づく区分ごとに、元利金の合計額を同様の新規貸出を行った場合に想定

される利率で割り引いて時価を算定しております。

変動利付国債の時価については、昨今の市場環境を踏まえた検討の結果、引続き市場価格を時価とみなせない状

況にあると判断したものについては、当連結会計年度末においては、合理的に算定された価額をもって連結貸借対

照表計上額としております。これにより、市場価格をもって連結貸借対照表計上額とした場合に比べ、「有価証券」

は65百万円増加、「その他有価証券評価差額金」は65百万円増加しております。

変動利付国債の合理的に算定された価額は、国債の利回等から見積もった将来キャッシュ・フローを同利回りに

基づく割引率を用いて割引くことにより算定しており、国債の利回り及びスワップション・ボラティリティが主な

価格決定変数であります。

当価額は、情報ベンダーより入手しており、その適切性を検証のうえ利用しております。

なお、満期保有目的の債券で時価のあるもの及びその他有価証券で時価のあるものに関する注記事項について

は、「（有価証券関係）」に記載しております。

 

 

当第１四半期連結会計期間（平成24年６月30日）
 

科目
四半期連結貸借対照
表計上額（百万円）

時価（百万円） 差額（百万円）

現金預け金 6,164 6,164 ―

コールローン及び買入手形 16,700 16,700 ―

有価証券    

　満期保有目的の債券 9,717 10,140 423

　その他有価証券 76,838 76,838 ―
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（注）１　現金預け金の時価の算定方法

満期のない預け金については、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額を時価としております。満

期のある預け金については、約定期間が短期間（１年以内）であり、時価は帳簿価額と近似していることから、当該

帳簿価額を時価としております。

２　コールローン及び買入手形の時価の算定方法

これらは、約定期間が短期間（翌日物）であり、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額を時価と

しております。

３　有価証券の時価の算定方法

株式は取引所の価格、債券は「日本証券業協会」が公表する価格、合理的に算定された価格又は取引金融機関か

ら提示された価格によっております。投資信託は公表されている基準価格又は合理的に算定された価格によってお

ります。

自行保証付私募債は、内部格付、期間に基づく区分ごとに、元利金の合計額を同様の新規貸出を行った場合に想定

される利率で割り引いて時価を算定しております。

変動利付国債の時価については、昨今の市場環境を踏まえた検討の結果、引続き市場価格を時価とみなせない状

況にあると判断したものについては、当第１四半期連結会計期間末においては、合理的に算定された価額をもって

四半期連結貸借対照表計上額としております。これにより、市場価格をもって四半期連結貸借対照表計上額とした

場合に比べ、「有価証券」は56百万円増加、「その他有価証券評価差額金」は56百万円増加しております。

変動利付国債の合理的に算定された価額は、国債の利回等から見積もった将来キャッシュ・フローを同利回りに

基づく割引率を用いて割引くことにより算定しており、国債の利回り及びスワップション・ボラティリティが主な

価格決定変数であります。

当価額は、情報ベンダーより入手しており、その適切性を検証のうえ利用しております。

なお、満期保有目的の債券で時価のあるもの及びその他有価証券で時価のあるものに関する注記事項について

は、「（有価証券関係）」に記載しております。

 

(有価証券関係)

※１　企業集団の事業の運営において重要なものであり、前連結会計年度の末日に比して著しい変動が認められるも

のは、次のとおりであります。

※２　四半期連結貸借対照表の「有価証券」のほか、「現金預け金」中の譲渡性預け金を含めて記載しております。
 
１　満期保有目的の債券

前連結会計年度 (平成24年３月31日)
 

 
連結貸借対照表

計上額(百万円)
時価(百万円) 差額(百万円)

国債 5,487 5,826 339

地方債 ― ― ―

社債 2,907 3,051 143

その他 1,500 1,355 △144

合計 9,894 10,232 337

 

当第１四半期連結会計期間 (平成24年６月30日)
 

 
四半期連結貸借対照表

計上額(百万円)
時価(百万円) 差額(百万円)

国債 5,487 5,879 391

地方債 ― ― ―

社債 2,729 2,886 156

その他 3,500 3,374 △125

合計 11,717 12,140 423
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２　その他有価証券

前連結会計年度 (平成24年３月31日)

 

 取得原価(百万円)
連結貸借対照表

計上額(百万円)
差額(百万円)

株式 6,120 5,833 △287

債券 65,388 66,373 985

　国債 40,237 40,815 577

　地方債 4,776 4,872 95

　社債 20,374 20,686 312

その他 10,363 10,408 45

合計 81,872 82,615 743

 

当第１四半期連結会計期間 (平成24年６月30日)

 

 取得原価(百万円)
四半期連結貸借対照表

計上額(百万円)
差額(百万円)

株式 6,237 5,536 △700

債券 60,103 61,335 1,232

　国債 35,352 36,057 704

　地方債 4,673 4,810 137

　社債 20,077 20,467 389

その他 10,516 9,966 △550

合計 76,856 76,838 △18

(注)　　その他有価証券のうち、当該有価証券の時価が取得原価に比べて著しく下落しており、時価が取得原価まで回復する見

込みがあると認められないものについては、当該時価をもって四半期連結貸借対照表価額とするとともに、評価差額を

当第１四半期連結累計期間の損失として処理（以下「減損処理」という。）しております。

当第１四半期連結累計期間における減損処理額は、株式397百万円であります。

なお、時価が「著しく下落した」時とは、次の基準に該当した場合であります。

(1)株式・受益証券

時価が取得原価に比べ、30%以上下落した状態にある場合。

(2)債券

①時価が取得原価あるいは償却原価に比べて、50%以上下落した場合。

②時価が取得原価あるいは償却原価に比べて、30%以上下落した状態にある場合で、信用リスクの増大(格付機関に

よる直近の格付符号が「BBB」相当未満)要因がある場合。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎並びに潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及び算定

上の基礎は、次のとおりであります。

 

 
前第１四半期連結累計期間
(自　平成23年４月１日
至　平成23年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成24年４月１日
至　平成24年６月30日)

　１株当たり四半期純利益金額 円 19.31 9.68

 (算定上の基礎)    

　四半期純利益 百万円 107 53

　普通株主に帰属しない金額 百万円 ― ―

　普通株式に係る四半期純利益 百万円 107 53

　普通株式の期中平均株式数 千株 5,559 5,558

(注)　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式がないので記載しておりません。

 

(重要な後発事象)

該当事項はありません。

 

２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

 

平成24年８月９日
株式会社島根銀行

取締役会　御中

有限責任 あずさ監査法人

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士　　脇　　田　　勝　　裕　　㊞

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士　　桃　　原　　一　　也　　㊞

 
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社島
根銀行の平成24年４月１日から平成25年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成24年４月１
日から平成24年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成24年４月１日から平成24年６月30日まで）に係
る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注
記について四半期レビューを行った。
 
四半期連結財務諸表に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期
連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結
財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
 
監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対
する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準
に準拠して四半期レビューを行った。
四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される
質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥
当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。
当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。
 
監査人の結論
当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と
認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社島根銀行及び連結子会社の平成24年６月30日現在
の財政状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事
項がすべての重要な点において認められなかった。
 
利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上
 
 ※１　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当行（四半期報告書提出会

社）が別途保管しております。

２　四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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